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〈論 説 〉
移民 マ イ ノ リテ ィ と問 われ る 「フ ランス 的統合 」
宮 島 喬
1.移 民人 ロの交替 と変容
あ らた め て言 う まで もな くrフ ラ ンス は ヨー ロ ッパ 有 数 の 「移民 国」(paysd'immigrati・n)で あ
る。 ところが,そ の 「移 民 」 の あ り方 は,同 国の 国籍 法 の作 用 と もあい まって,外 国 人人 口の規
模 で は と うてい 測 れ ない広 が りを もつ よ うに な っ て い る。1999年 国勢 調査 に よれ ば,在 仏 外 国
人数 が325万 人 余 で あ るの に対 し,移 民(フ ランス国外で非フランス国籍者 として生 まれ,現 在,フ ラ
ンス国内に在住する者)は,約430万 人 に達 して い る(INSEE,2001)。 なお。 移 民 人 口 の 出 身 国(地
域)を み る と,南 ヨー ロ ッパ 三 国(現EU構 成国)と マ グ レブ三 国 の数 が まった く拮抗 して い る こ
と,ま た,現 在 の外 国 人 人 口の 国籍 分 布 とは か な りの ズ レを示 して い る こ と は興 味ぶ か い(表
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もしこれに,厳 密 な定義では 「移民」 とはいえない,フ ランス生 まれの移民の子 どもまでを加
えると,ど うなるだろうか。推計では,「 移民 の子 ども」 は約308万 人 とい う数字 が示 されてい
て(Richard,2005:57),こ れ を機械 的に加算 する と,630万 人以」二となるが,「 移民 の子 ども」 も
移民(上 の定義による)で ある とい う場合があるか ら,大 雑把な差 し引 きで,約550万 人ほ どが,
移民お よびその子 どもたちであ ると推定 され る。
その子 どもも含 めて広義の 「移民」 を捉 えるとい う視点 に立つ と,フ ラ ンス人口の約10パ ー
セ ン トが移民人口である とい うことになる。そ して この 内,「 外 国人」であ る者 は,推 定約4割
にす ぎない。ま さに移 民人口の 「国民化」「フラ ンス人化」 とい って よいだ ろ う。 とい うこ と
は,法 的には権利上区別のない 「フランス国民」 であ りなが ら,し か しその出 自,生 活 ・文化習
慣,身 体 的特徴 な どで独 自性 を もち,外 部か らは差 異的カテゴ リー化(差 別)を 受けやす い個人
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が,そ こに相当な割合 で含 まれるとい うことである。 また,文 化資本の観点 を導入するなら,ネ
イティヴではない(非 フランス的)出 身文化環境 のゆえに社会 ・文化 的なハ ンディキャップを負っ
ている諸個人が,相 当な割合で含 まれている と推定 される。
とすれば,移 民の より平等 な社会 的受け入れ を実現するには,お もに国籍 による権利差別の除
去 に力点をおいた法的対応 と りわけ帰化 など国籍取得推進政策 では不十分であることが
推測 され よう。 また 「統合」の理念 をイデオロギー教化 よろしく語 りか けるだけで も足 りない。
じっさい,「 フランス人にす ること」,す なわち国籍取得 を容易 にするこ とは,こ の国で長 らく彼
らの地位改善 の重要 な手段 と考 え られ て きて,国a取 得件 数 は,90年 代後 半の年 間の平均 で
878,162件 と,非 常 に大 きなサイズに達 している(SOPEMI2004,354)。 だが,そ れが どれだけ社
会 のなかでの平等 を保 障 しただろうか。
いっぽ う,「 統合」(integrati・n)とは,し ばしば官製 ターム化 してい るが,ま た多様 な意味で も
使 われ,P.ヴ ェイユ は,「 求め られる結果が,文 化変容の最終段 階 として,公 的領域 における
文化的相違が消滅するような適応 のプロセス」(Weil,2005,47)と 定義づけている。 したが って,
それは学校教育,市 民教育 を通 して 目指 される移民 たちのある方 向への社会化 を意味 し,「 公的
領域で」 とい う限定の下 にだが,「 同化」 の意味 をも一つ の要素 として含 む とい って よい。その
ように彼 らが統合 されることが平等 な社会参加の条件であると多 くの識者,関 係者は考 えてきた
が,そ れはむ しろ異なるレベ ルの事柄で はないか,と 感 じる移民第二世代 も生 まれている。言語
や価値受容の点ではフランス人 と変 わ らず,努 力 し,バ カロ レア(中 等教育修了資格)ま で取得 し
たのに,雇 用な ど社会 的場面では排除 されている,と いう実感 を抱 く者がたちがそれである。.
だか ら,問 題 はこう立て られよう。出身環境 をさまざまに異 にす る移 民たちが,「 フランス国
民」化 し,そ の価値 と行動様 式において統合 され,「 共和 国モデル」 に従 うようになって も,彼
らの社会的な不利あるいは差別は必ず しも減 じられることな く,学 業挫折,失 業,雇 用不安,そ
の他社会的排 除(住 宅など)を こうむっている存在 である。 とす れば,外 国人のみ な らず,「 フラ
ンス人」の内部 につ いて も,出 自による多様性や生活条件 の相違な どを経験的 に識別 しなが ら,
ターゲ ッ トのよ り絞 られた政策が求め られるのではないか。
2.移 民の多様性 認識は進んだか
ここで,多 様性の視点 にあえて立ってみたい。 フランスの移民人口は,少 な くとも出自か らみ
るか ぎ り異質かつ多様(heterogene)で ある。表1の 数字 を大雑把 に整理 す る と,ヨ ーロ ッパ系
と,マ グレブ系がそれぞれ120～130万 人 とほぼ拮抗 していて,東 南 アジア系,ブ ラック ・アフ
リカ系,ト ルコ,そ の他 となっている。 この多様性 はフランスの特徴 であ る。地域 における移民
のあ り方 をみてみ ると,今 やEU市 民で もある南欧出身移民が就労 その他 の面で比較的 フランス
人市民 と近いのに対 し,そ の他 の移民たちが恵 まれ ない(defavorise)諸 集団をな してい ることは
否定で きない。行政 もこれを,ヨ ーロッパ系の移民や,代 々のフランス人の集団 となん ら区別な
移民マイノリティと問われる 「フランス的統合」39
く扱 うとい うわけにはいかないだろう。
こ ころ み に,1990年 代 末 の パ リ市 に ほ とん ど隣 接 す る 北 郊 の 適 正 家 賃 住 宅(HLM)の 集 中 す る コ ミュ ヌ
で あ る,ラ ・ク ー ル ヌ ー ヴ 市 の あ る コ レー ジ ュ(公 立 中 学 校)の 一 ク ラ ス の 生 徒55人 につ い て な され た 聞
き取 り調 査 を参 照 す る(Lepoutre,2005,62～63)。 そ の ほ と ん どが 移 民 の 出 身者 で あ る こ と は驚 くべ きで,
彼 ら の 出 自,職 業 階 層 が こ う報 告 され て い る。 す なわ ち マ グ レブ 系 ユ9人(ア ル ジ ェ リ ア13,モ ロ ッ コ6),
東 南 ア ジ ア7人(カ ンボ ジ ア5,ベ トナ ム2),イ ン ド亜 大 陸(旧 フ ラ ンス 領7,パ キ ス タ ン1),ブ ラ ッ ク ア
フ リ カ系5人(マ1」2,ザ イー ル,セ ネ ガ ル,コ モ ロ 各1),ポ ル トガ ル2,ト ル コ(ク ル ド系)2,ハ イ チ
1,フ ラ ンス9(う ち海 外 県 ・海 外 領7)。 父 親 の 社 会 職 業 カ テ ゴ リ ー を 尋 ね る と,労 働 者31人,事 務 員12
人,中 間 的 職 業5人,職 人3人 とな っ て い る。
そ して,上 記 の公立 中学校 は,後 に述べ る 「教育優先地域」(Zoned'EducationPrioritaire,ZEP)に
当然 なが ら含め られているのである。移民の子 どもたちは,文 化 的には さらに区々に分かれる。
彼 らのマジ ョリティはた しかにフランコフ オン(フ ランス語圏出身者)で あるが,し か しパ キス タ
ン系や トルコ系 はそ うではない。後者 は適応上,少 な くとも言語文化 面で,フ ラ ンコフォンには
ない固有の困難を抱 えていて,そ れは相応 の考察を要する。
また,生 徒 たちの出身が大 きくフラ ンコフォンに分類 されるに して も,母 語が重要な リソース
をな していて,そ こで さまざまな分化がみ られるのが実際であ る1。 また,フ ランコフォンであ
るとはいって も,親 たちの故国での教育経験が乏 しく,在 仏の現在で もフランス語の読み書 きと
い う文字文化がほ とん ど家庭 内に取 り込 まれていない移民 世帯は少 な くない。読み書 きが不 自由
で,家 庭に書籍 や新 聞が ほとん どない という家庭 は まだ多 い とい われ,90年 代 の調査で は 「フ
ランス語が ほ とん どまたはまった く話せ ない」 と答 える者が,チ ュニ ジア人 とモロ ッコ人の親た
ちで実に45～60パ ーセ ン トに達 している(宮 島,1997)。 ハ ンデ ィキ ャップ を埋 める なん らかの
特別な指導が必要で ない とはいえず,当 然,そ れ らを確認す るの に経験 的なデー タが必要 であ
る。
そ うした経験的な移民へのアプローチはフランスでは従 来意外 なほど少 なかった。それはS次
に述べ るこの国の伝来の 「平等」 イデオロギー と無関係ではない。す なわち,社 会成員の属性,
民族 的出 自に焦点を合わせ たデータの収集その ものが困難で(セ ンサスをはじめ,公 式統計では事実
上禁止),集 団 ごとのエスニ ックな属性 を把 握 し,識 別 し,「違 い」の様相 に言及す る議論 もなか
なか許 されないとい う状況があった。
ところが,過 去10ほ どの問 に,あ えてそ うした議論上,政 策上の 「タブー」 を超 えて,移 民
のおかれている実態 を,民 族的出自の差異 にまで触れて把握 しようという試みが現 れて きた。そ
れまでほとん ど禁句 で,使 用が控 え られてきた 「エスニシテ ィ」,「エ スニ ック」な どの用語が,
分析,記 述 のなかに導入 されて くるのである2。そのこ とは,「 平等」 の観念,そ して移民の平等
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的処 遇 の政 策 にお け る重 点 の変 化 と,実 はパ ラ レル に進 ん だの で あ る。
3.フ ラ ンス的平等 と 「共和 国 モデル」
この国の最高行 政裁判 所で,国 の行政 の諮問機 関で もあ る国務 院(コ ンセィユ ・デタ)は1998
年,「 平等の原則 につ いて』 という報告書 を公 に した。報告書 は英,米 な どの さまざまな論議 を
紹介 している点で,開 かれた報告 との印象 を与 えるが,フ ランス的 「平等」観念についてはこれ
を堅持する とい うスタンス にあるようである。
歴 史的にみれば変遷,偏 衙 もみ られるが,19世 紀末か ら結晶化 されるフラ ンスの共和主義の
思想 的成分 には,法 の前 での平等,主 権 の担 い手 としての市民(シ トワィァン)の 個人へ の還元,
フランス国民の単一不可分性,非 宗教性 または政教分離 な どがあげ られる。だか ら共和国市民で
あ ることとは,人 が,法 の前 での平等の下,個 人 と して,一 切 の集合 的(文 化的,宗 教的,民 族的
など)な 所 属 にかか わ りな く,等 しく権 利 を認 め られ るこ ととな る。 「その個人 とは,孤 立 し
た,普 遍的な,他 者 と類似 した個であって,そ れのみがフランスによって承認される人民の構成
要素である。過去二世紀 間にもそれは弱 まることはな く,今 日もきわめて重要な法的行為 を通 し
てうかが うこ とがで きる」(C。nseild'Etat,1997,68)。 そ こで例示 され ているのは,後 に も触 れる
「フランス人民 の構成要素 としてのコルシカ人民」 という法律 上の文言に対す る,憲 法院の1991
年5月 の違憲判断である。 これは,コ ルシカ地域圏の自治権能 をよ り強めるための 「コルシカ地
方団体の地位 に関す る法律」(ジ ョクス法)の 中で用い られた文言であった。
以上 に示 されているのは,少 な くとも公生活の領域 にお ける社 会 の構成 主体 は基本 的に抽象
的 ・普遍的な個人であることであ り,個 人の属性,所 属 な ど 「特殊 なもの」は排除 される とい う
ことである。 もちろん,こ こでいう 「特殊」 とは,そ の所属,属 性 をカ ッコに括 り,原 子的な一一
「個」 に還元 された個人 を 「普遍」 と した上での 「特殊」なのである。
ここで具体的,経 験 的な地平 に立ち もどれば,国 勢調査 など公式統計 においては人 々の民族的
出 自に関す るデータの収集は禁止 され,そ の他に も,国 や地方公共団体 は,宗 派別人口や,言 語
別(母 語別)人 口のデー タも収集,保 持 しない こ とに なってい る。 この こ との ため,た とえば
「フランス人の35パ ーセ ン トは,(フ ランス語ではない)地 域語の一つ を話 し,理 解す ることがで
きる」 といった言 説が聞 かれ る とき,そ れは往 々に してSOFRESな ど,民 間世論調査 機 関の
サーベイの結果 にもとつ く議論なのである。ある論者 は,社 会科学研究のほ とん どが国家の財政
の下で行われてい るこの国では,こ の原則 に挑戦するのが ことのほか難 しい,と 述べ る。では,
そ うした自前の しっか りしたデー タもな しに,た とえば国民教育省 は,「 地域語」のバ カロレア
選択科 目へ の導入 を認める通達(1970年)を 発 したのか とい う疑問が,他 国の眼か らはす ぐに浮
かぶ。マ イノ リテ ィへ の施策 と必要デー タとのギ ャ ップ,ま さにそ れは,フ ランス における移
民,文 化少数者,女 性 な どに関す る施策のぶつか る根本的な矛盾 をなしているといえる。
なお,オ ラ ンダで1980年 代か ら行 なわれて きた民族的 「マ イノ リテ ィ」の指定 と彼 らへ の特
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別措 置 な どは,フ ラ ンス 的平 等 とは相 容 れ ない と論 じ られ て きた。 これ は,フ ラ ンス の 目か らみ
れ ば,エ ス ニ ック ・カテ ゴ リー を公式 政 策 に持 ち こむ反 普遍 主 義 であ り,特 殊 的集 団 に 固有 の権
利 を認 め る一種 の コ ミュ ノ タ リスム3と み られ て きた ので あ る。
オランダでは,ア ンティル系,ア ルバ系(カ リブ海南端,ベ ネズエラ沖の島喚),マ ラッカ系,ス リナム
系などの旧植民地出身グループ,お よび トルコ系,モ ロッコ系を 「マイノリティ」 と指定 し,政 府 はこれに
特別の施策 をほ どこして きたが,そ れは,社 会の周辺部に置かれている移民や植民地出身者を積極的に統合
してい くためであるとされる。多文化許容のアプローチが とられるが,「 統合」(integration)の コンセプ
トが重視されている点で,フ ランスと共通す る要素 もないわけではない。
しか し,す で に示唆 した ように,こ の ような 「共和 国モデル」の限界 とその修正 の不可避性が
ようや く意識 され,論 じられ るようになった。 いな,議 論 その もの はもう優 に20年 以上の 「歴
史」 をもつ といって よい。では,い ったい何が論 じられ,何 が変 ったのだろうか。
4.第 二世代 と社会的統合の危機
どの社 会 で もそ うで あ るが,移 住 者 の 第 一世 代(prirnoarrivant)は,言 語 的 不 自由 さ,母 国 で
の社 会化 の 先行,主 流 社 会 との社 会 的 距 離(と りわけ底辺労働者であること〉 な どの ゆ え に,ホ ス ト
社 会 で は周 辺 的位 置 に置 か れ,そ れ を 自 らの努力 で変 えて い くこ とはむず か しい。 当人 た ち も,
そ の位 置 を甘 受す る傾 向が あ る。 しか し,第 二 世代 となる と違 い,教 育,社 会 化 はホ ス ト社 会 内
で経 験 し,親 た ち の地位 か らの離 脱 を望 む よ うにな り,お のず と主 流社 会 へ の参 入 が 開始 され る
と期 待 され る。実 際 には,そ う した議 論 は,文 化 資本 の 一朝 一 夕 に は解 消 され な い困 難 さや,周
囲か らの レイベ リ ング を過 小 評価 して い る もので あ るが,社 会 的通 念 の なか で生 きて い る。 フ ラ
ンス で は,た とえば 「イ タ リア 人 は,第 二 世代 にな る とフ ラ ンス人 に成 りきる」 とい った た ぐい
の適応 の神 話 が 語 られた もので あ る(イ ヴ ・モ ンタン,ピ エール ・カルダンなどの成功せるイタリア移民
の 「モデル」がよく言及される)。
しか し,現 代 の移 民 社 会 は,異 な る現 実 を照 ら しだ した。
リヨ ン市 の郊 外,ヴ ィルユ ルバ ン,ヴ ェ ニ シュー,ヴ ォー ザ ン ・ヴラ ンは工 業 地帯 に近接 す る
昔 か らの 労働 者 の 町 だ っ たが,1970年 代 か ら住 民 に マ グ レブ系 が 多 くを占 め る よ うに な る。 特
に そ の集 中 地 区 の 一つ,レ ・マ ンゲ ッ トで は20歳 以 下 人 口が51パ ー セ ン トを 占 め,20パ ー セ
ン トの失 業 率 が 記録 され(1982年 現在),そ こで1981年7月 以 来,移 民 第 二 世代 の青 少 年 た ち の
不満 が爆 発 し,自 動 車 が盗 まれ,暴 走 が組 織 され,さ らに車 が焼 か れ た。 これ はマ ル セ イユ や ア
ヴ ィニ ヨ ンに も飛 び火 し,そ の夏,フ ラ ンス全体 の 「問題 地 区 」(カ ルティェ ・サ ンシブル)で 焼 か
れ た車 は250台 に達 した(Anderson&Vieillard-Baron,2000,24)。 出来 事 は マス メ デ ィ ア に よって大
き く報 道 され,政 府 は調 査 団 を派 遣 した。 失業,学 業挫 折 の深 刻 さ,そ してそ の背 後 にあ る もの
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と して,彼 らへ の社 会 的 差 別 と,彼 ら 自身 の 学 業 挫 折 が 指 摘 され た の で あ っ た。教 員 組 合
(SGEN-CFDT)は,パ リ郊外 の 町 々や リ ヨ ン市 郊外 レ ・マ ンゲ ッ トで学 校 の 内 な る学 習 困 難,落
第,衝 突 な ど さま ざま な問題 が起 こって い るが,そ の責任 は全 面 的 に学校 に帰 せ られ る もの で は
な い,と 声 明す る。
発足 問 もな い ミッテ ラ ン ーモ ー ロ ワ政権 だ っただ け に,こ の 出来事 に敏感 で,社 会 的次 元 で問
題 を捉 え る傾 向が 強 く,ま た下 地 と して,か ね て ア メ リ カの ア フ ァー マ テ ィ ヴ ・ア ク シ ョンの
「実 験 」 や,イ ギ リス で ハ ロル ド ・ウ ィル ソ ン労 働 党 政権 下 で と られ た 「優 先 教 育 地 区」(Educa-
tionalPri・rityArea)へ の 関心 も もたれ て い た 。 こ う して レ ・マ ンゲ ッ トに端 を発 す る政 治,行
政,教 育 界 の議 論 は急 速 に,抽 象 的,画 一 的 な対 応 で は な く,社 会 的背 景 を考 慮 した具体 的 な
「特 別 な措 置 を」 とい う方 向 を指 向 しは じめ る。 国民 教 育 相 ア ラ ン ・サ ヴ ァリの 下 で の 「優 先教
育 地域 」(ZEP)の 創 設,全 国的展 開 は,そ の 直接 の帰 結 と され る。 当時 の証 言 と して 「外 国 出身
の児童 生徒 の存在 一 約30パ ー セ ン トー は,あ る学 校 をZEPに 組 み入 れ るか ど うか とい う時,決
定 的要 因 とな った」(Wei1,1gg1:261)と い う指 摘 が あ る。
こ こに,言 葉 の うえ で は 同 じ く 「平 等 」 とい う響 き を もち な が ら も,「 フ ラ ンス 的平 等」 とは
異 なる(と きに正反対 とさえみえる)理 念 が登 場 して い る こ とに気 づ く。 そ れ は 「公 正 」 「衡平 」 と
訳 され る こ との多 い 「エ ク イテ ィ(equity)」(フ ランス語ではequite)の 概 念 に ほか な らな い。
5.「 エクイテ ィ」 の意味 す るもの
単純化 の危険 を恐 れず にいえ,エ キテ とは,形 式面 で捉 え られた平等,す なわエガ リテに対
し,実 質 的平 等 を志 向す る観念 といって よい。英米法の 中で発 達 をみた もの に 「衡平法」(eq-
ui{y)が あ る。す なわち,コ モ ン ・ロー を実施する場合 に,具 体的 な事案 に即 してその形式性 に
よる欠陥 を補い,矯 正す るため に生 まれた実 際的な法の考 え方が それであ る とされ る。「エ キ
テ」それ 自体 は,ア リス トテ レースに遡 る歴史 をもち,む ろんフランス語のなかに も,そ の用法
が ある。それは,「 正 一不正の感情 に もとついて行為 を規制す る力」 とい った意味 で用い られ,
かの ヴ ィク トル ・ユ ゴー は,「 道徳 世界 はエ キテ に も とつ く」 と書 い てい る(rプ ティ・ロベー
ル』)。つ ま りは,量 的に等 しいこと7均 一 であ ることとい う含意(エ ガリテのそれ)で はな く,正
義 にかなっているか,公 正であるか,と いった倫理的考量 の次元を含んだ言葉なのである。今,
ここではエクイテ ィの法的概念 には立ち入 らないが,そ うした法思考の伝統があることが,た と
えば20世 紀後半のア ングロ=サ クソン世界 で展開 されたアフ ァーマテ ィヴ ・アクシ ョンと無 関
係 ではない と思 われ る。
そ して福祉 国家化が進んだ現代 では,あ らためてその再定式化が求め られるようになった。 ア
メ リカの法哲学者ジ ョン ・ロールズが,「 正義」(jus廿ce),「公正」(fairness)の 問題 としてこれ を
展 開 したことは知 られてい るが,そ れ はほぼ次の ように要約で きよう。「偶然」 によって恵 まれ
た社会的位置に産み落 とされた人々の人生 の可能性は,能 力,才 能,社 会経済的条件ゆえに有利
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とな って くるで あ ろ うが,こ れ らを一 つ の社 会 の 共 同の 資産 とみ な し,彼 らとは異 なっ て不 利 な
条件 の 下 にあ る人 々の た め に利 用 され るべ きで,し たが っ て後者 の不利 を埋 め合 わせ る ため に格
差 づ け に よ るそ の再 配分 が 正 当化 され う る もの と考 え る こ と,そ れが衡 平 とか公 正 の観 念 で あ る
(ロールズ,1979な ど)。
きわ めて 示唆 的 な こ とに,ロ ー ルズ は,フ ラ ンス革命 の有 名 な三 つ の標 語 で あ る,「 自由」 「平
等 」 「友愛(博 愛)」 の うち,従 来民 主 主義 理 論 に お い て明 確 な位 置 を与 え られ て こず,そ の社 会
的 イ ンプ リケ ー シ ョン もほ とん ど引 き出 され る こ との な か っ た 「友 愛 」(fraternite)に 光 を あ て,
上 に言 う格 差 づ けの原 理(differenceprinciple)と 対 応 させ てい る(同,179)。 そ して,か れの 整 理
に よれ ば,上 の 三標 語 の うち 「平 等 」 は,公 正 な 「機 会 の平 等 」へ と対応 づ け られ るの で あ る。
「友愛」の観念 は,現 実の平等 をめ ぐる論争 のなかで,ど の ような形式で主張されるのだろうか。 アフ
アーマティヴ ・アクションに関わる係争(た とえばカリフォルニア大学医学部の不合格に異議を唱えた白人
男性バ ッキーの訴え)を 思い起 こしたい。原告側 はつねに 「差別」を訴え,平 等権 を主張するのに対 し,
バ ッキー事件で大学の措置を擁護 した1978年 の米連邦最高裁の多数意見は,「平等」の原理 を決定的なもの
としてはもち出 さず,む しろより広い 「正義」,「抑圧的でない社会」「人種 を意識 しない社会」 といった言
葉をキー的に用いていたことに,あ らためて気づ く(ス トーン,1989な ど)。
フランスで も伝統的 に 「形式 的平等」 と 「実質的平等」 とを対置する議論 は行 なわれて きた。
「フランスは非宗教 的 ・民主的 ・社 会的共和 国である」(憲 法第 傑,傍 点宮島)と 宣言する とき,
その 「社会 的」共和 国の意味する もののなかに,資 産,所 得,地 位,年 齢,障 害の有無,等 々に
応 じた市民 の差異的な処遇,相 応 した法的扱いが含意 されていることは明 らかである。 また,エ
キテ とエガ リテを対立的に語 ることに反対 し,エ キテの意義を位置付 けようとす るフラン人移民
研 究者 も現 われている。M.ヴ ィーヴィオル カの言葉 を引用 しよう。
「エガリテとエキテを対立させる議論 はこの両者を同 じレベルに置 き,同 じオーダーの ものとして二つの
価値のいずれかを選択 させようとする点で,間 違って立てられている。そうではな く,エ ガリテは 目的,達
すべ き地平であ り,エ キテは一手段だ ということが了解 されなばならない。とすれば,両 者を同 じ過程の中
で結びつけることが可能であ り,望 ましい。まさにそれが,社 会的次元で多文化主義政策を提起 したい とす
る企てである。ただ し,十 分周到に考慮 され準備 されることが条件である。エキテがエガリテに貢献する と
き,個 々人の有利さが一集団(ま たは一領域)に 譲 り与 えられ,そ の成員たちが他の人kと 同じ成功や社会
的上昇のチャンスを用いることができるとき,… 民主主義 をより豊かにし,集 合的連帯 を強固にする一
要因がそこにある,と いうことである」(Wieviorka,2001,93)。
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6.ア ング ロ=サ クソン理 論 との対 比
しか し,エ ガリテ とエキテをこのように 目的 一手段 の関係に位置づ け,相 補性 において捉 える
ことは,は た して予定調和論的な議論 ではないか どうか。移民マイノリティの実際の処遇 にエ ク
イテ ィの観念が どのように具体化 され,適 用 されてい くかをみてみると,フ ランス的統合の含意
する 「平等」観 とは必ず しも相容れ ない帰結がみ ちびかれているこ とがわかる。
ここで,ア ングロ=サ クソ ン系 の実際的 な見方 を知 るため,S,カ ッスルズ の主張 を聞 こう。
かれは,「 多文化主義」 を標榜す るオース トラリアの論議 を踏 まえなが ら,「 エ クイティとは,形
式的平等 と実際 の相違 との緊張 を,不 利 な集団の意思決定へ の参加 を確保 するメカニズムを通 じ
て,ま たバ リアーを壊 しさまざまな要求,欲 求 をみたす特別な政策を通 して,解 消 してい くこと
を意味する」 としている。その上で,次 の ように論 じる(Castles,1994)。
このエクイテ ィは,市 民権のあ り方 に対 し,以 下の ような諸原理 を提起する(ibid.16)。
1)市 民権の平等 をその出発点 に置 く。法の下での全成員の平等 であ り,正 規の市民 になって
い ない者(最 近の移住者)に 対 しても,可 能なか ぎり権利 をあたえる。
2)形 式的な権利の平等が必ず しも尊敬,資 源,機 会,福 祉 の平等 をみ ちび くものではない こ
とを認めること。
3)集 団を代表 させ,参 加 させるための仕組みを確立す ること。
4)異 なる特性,要 求,欲 求 をもった人々について差異的待遇 を行 なうこと。
以上の4点 のなかで,1)は,フ ラ ンスで強調される 「法 の下での平等」の念 とほぼ全面的 に
重なる といえよう。雇用,社 会保障,政 治参加 などの分野での,他 者 と差異的扱 いを受 けない権
利がそれであろう。2)に つ いては,認 識 の上 では,経 験的 に実態 を知 ろ うとす るフランスの研
究者,政 策担当者におおむね共有 されて きているといえる。 しか し,3)4)に ついていえば,フ
ランスの政策担 当者,識 者の認識 との問にギ ャップはあるだろう。
3)は,こ の よ うな集 団お よびその権利 の承認が,コ ミュ ノ タリス ム,つ ま り民族 コ ミュニ
テ ィの排他 的な文化 ・アイデ ンテ ィテ ィの承認要求や,そ の利益 集団化 につ なが らないか どう
か,と 懸念す る声 は依然 として大 きい。4)に ついては,文 化 的異 質性 に対す る配慮 とい う意味
に とるとき,フ ランスではおそ らくまだ留保 的態度が少な くないだ ろう。
また,上 のような認識 か ら,移 民 マイノ リテ ィ処遇のア ングロ・サ クソン ・モデル,す なわち
多文化容認 とアファーマテ ィヴ ・アクシ ョンの組み合 わせモ デルへの移行が可 能 となるだろ う
か。 フランスでは簡単にそ うはいかない とすれば,フ ランス的文脈で さらに論議 されなければな
らない ことは何 なのだろうか。
7.「 積極的差別」政策のフランス的発想
以上 に答 えるには,フ ランスの現 実に立ち もどる必要がある。一方で,移 民の第二世代へ の交
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替が大幅に進 んで も,か れ らの社会的地位の周辺性はいっこうに解消 されていない ことが認識 さ
れ,有 効な統合,参 加促進の施 策の必 要が認識 され,他 方では,「 フラ ンス的平等」 の観念 を,
移民たちの実態(た とえばマグレブ移民子弟の高失業率,ト ルコ移民子弟の言語的ハ ンディと高落第率な
ど)に 対応 させ て修正 し,再 定義す る必要が感 じられ るようになってい る。1980年 代か ら90年
代初め までの社会党主導の政権 の下 で,ア ングロ・サクソ ン世界の動 向 も踏 まえたうえでの議論
の成熟が進み,ZEPの ように新 たな施策化 も進んだ。だが,二 つの論点は残 りつづ ける。
その第一 は,コ ミュノタリスムへ の抵抗感 と移民 たちへ の施策を,ど の ように調和 させ るかで
ある。 じっさい,事 実上移民 マイノリティの存在を認め,そ の地位向上 を目的に掲げる高等統合
審議会(HCI)も,公 式ステー トメン トとしては次のように述べていた。
「フ ラ ン ス 的 統 合 モ デ ル は,平 等 の 原 理 に 立 脚 す る の で,民 族 的 マ イ ノ リテ ィ に特 別 な 地 位 を付 与 す る よ
う な 『マ イ ノ リテ ィの 論 理 』 とは 相 容 れ な い。 … マ イ ノ リテ ィ の コ ミュ ニ テ ィ の 承 認 は,解 決 に な ら な
い 。 … した が っ て,コ ミュ ニ テ ィ を 硬 直 させ 隔 離 す る よ うな 集 合 的 権 利 に よ っ て構 成 さ れ た 諸 コ ミュ ニ
テ ィ を承 認 しな い こ と が 肝 要 で あ る。 さ も な い と,セ グ リゲ ー シ ョ ン とい う深 刻 な リ ス ク が 生 じる だ ろ う」
(HCI,1993:8～9)。
もっとも,原 則 と実態の間には許容 されるあい まいなスペースがある。 たとえば宗教や民族 的
慣行 に もとつ く要求が,私 生活の領域 をこえて公的生活 になん らかの帰結を もた らす場合 で も,
機械 的に拒否 される ものではない。た とえば軍隊,病 院,学 校の ような場 で,人 々が宗教 的儀礼
に関 して一定の食物 を必要 とする とき,そ れはほとん ど問題 な く認 め られる。 また,公 務員が,
自分 の属する宗教宗派の祭礼 に参加するために休暇 をとることは,当 人個人の求めがあれば,許
可 されることになってい る(1976年 大臣通達)。 国務院 も,こ う した要求 を 「平等の原則」の名 に
おいて認めている(Conseild'Etat,1997:77)。 ただし,そ れが,何 らかの団体や カテゴリー一の名 に
よってではな く,関 係する個人によって個々に申請 されることが,認 め られる要件 であ る。
いっぽう,「 コミュノタリスムではないか」 という批判 を受けつつ も,移 民たち と有意味 な関
係 を結ぶために,行 政がグループ単位で接触 を もとうとす ることもあった。た とえばマルセイユ
市の ロベール ・ヴィグルー市長(1989～95年)の 下で設け られた一種の諮 問機 関 「マルセ イユ ・
エスペ ランス」 は,著 名な例 といえる。市 は,カ トリック,プ ロテス タン ト,ム ス リム,ユ ダヤ
教徒,ア ルメニア教徒 など,市 内の民族 ・宗教 グループを認知 し,補 助金 を与 え,そ の代 表者 た
ちを(公 式の手続きを経てではないが)そ こに集めた ものである。 この施策 によって,同 市政が,移
民たちに多様 なアイデンティテ ィ表出 を可能に し,同 時 に 「マルセイユ っ子」意識を扶植 した と
もいわれる(宮 島2004,146～47)。
以上 と関係す るのであるが,い ま一つの論点に,従 来の 「フランス的統合」 を超えるのに,ど
こまで移民 たちのアイデ ンティテ ィを,そ の多様性 を容れ うるのか とい う問題があろ う。 この点
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で,再 び,高 等統 合 審議 会 の言 葉 を参 照 してみ た い。
「統合 とは,結 局のところ,文 化の問題である。移民たちはわが国にずっ と引き続 き定住 し,子 どもを育
てることを決意 したわけで,ま さにそれゆえ,意 識すると否とを問わず,一 つの歴史,伝 統,そ して価値体
系 によって定義 された国民共同体 を選択 したことになる。 … 以上か らす ると,`相 違へ の権利'と か
`多文化社会'と い
った表現はあまりにも曖昧であることがわかる」(1992,33)。
アングロ・サ クソン世界における移民 の社会学 において は,「 アイデ ンティテ ィ」 についてはた
いてい,移 民た ちは出身社会 との精神 的 ・文化 的繋が りを断っては生 きていけない もので,ホ ス
ト社 会の価値への 同一化 は複雑 な漸 進的 なプロセスであ るとい うこ とが強調 されてい る(Rex,
1996)。 フランスの議論 はそれに比べ,ア イデ ンテ ィティについて語 るの を暗 に避 けるか,出 身
社会 との文化的繋が りを当然視す るような見方に くみせず,む しろそれに対 して警戒的でさえあ
る。イギリス社会ではパキスタン系 ムス リムの児童 ・生徒の多い学校で,親 の求めに応 じてウル
ドゥー語の教育が行 なわれる。放課後の時間にイマームが訪れ,希 望者 にコーランを教えること
はあ りえないことではない。 しか し,フ ランスでは,た とえばマグ レブ系 の児童生徒の多い学校
(前記のラ・クルヌーヴの中学校のような)で も,選 択 にせ よアラビァ語やベルベル語の授業が設 け ら
れる可能性 はほとん どない。 ましてコー ランの授業が公立学校の場 を借 りる とい うことはあ りえ
ないこ ととされる。
それに変化の兆 しがみえるだろうか。 ここで少 な くとも,移 民の研究や調査 に携 わる人々に限
れば,ジ ャコビニスム批判はいわゆるタブーではな くな り,エ スニシティのコンセプ トの使用 も
さ して抵抗 のない ものになっている。ただ,ア イデンテ ィテ ィの 「多様性」それ 自体 を肯定的に
捉 え,権 利 と結 びつ けることや,公 的生活領域 における非宗教性の原則 を緩和 することには,依
然 として抵抗 は大 きい。
結びに代 えて
ZEPが 施行 され,そ の後1990年 代 においては,コ ル シカ特別地位法やパ リテ法 の制定,地 域
言語 ・マイノリテ ィ言語 欧州憲章批准 な どをめ ぐって,マ イノリティの存在 を認知するか,特 別
措置 を容認す るか,が 論議の対象 となって きた(宮 島2004:172以 下)。 それ らで は,「 コル シカ
人民」,「女性」「(民族)マ イノリテ ィ」 など,普 遍主義 に抵触す ると して退け られて きた 「人」
の集団ない しカテゴ リーが言及 され,施 策の対象 とされている。 ここには,「 反差別」そ してマ
イノリテ ィの地位向上 というフランス も最優先せねばならない課題,お よびフランスを取 り巻 く
環境の変化が反映 されている。後者 については,地 域分権 のいっそうの推進の必要,文 化 ・民族
的少数者の権利保護 というEUの 方 向づけ,そ して他国に比 して遅れた女性 の政治進出の促進の
要請 などがあげ られ る。
移民マイノリティと問われる 「フランス的統合」47
しか し,以 上に対する抵抗 も大 きい。司法,と りわけ憲法院 は,フ ランス国民 の一体不可分 と
い う見 方 を崩 さず,法 の中で,国 民 の なかの一部 の集 団(性 ,地 域,民 族などに関わる)を 弁別
し,こ れに特別な権利 を認めることには,否 とする態度 をとって きた。
この司法の カベ を突破するために,パ リテに関 しては,1999年 ,シ ラクージ ョスパ ン政府 は,
憲法改正 を提案 し,こ れ を成立 させた。改正憲法第3条5項 には,議 員等の選挙 に よる公職への
「女性 と男性 との均等な接近」 とい う表現 が とられ ていて,法 律で は地方議員 の選挙 にお ける政
党 ・会派 リス トには女 ・男 同数の登載 を規定 しているが,こ れは多 くの論者 にはアフ ァーマテ ィ
ヴ ・アクシ ョンの意味合 いをもつ法律 と受け取 られている。 しか し,上 述の 「マイノリティ言語
憲章」 については,憲 法院の違憲判決にあえて対抗す るような政府 側の アク シ ョンは起 され な
かった。
こうした ジグザ グな歩みのなかで,論 議の焦点 となってきた と思われるのは,あ る人 々の集団
ゆ 　 　
な りカテゴリーな りを特定 し,対 象 とすることの是非,そ して,か れ ・彼女 らの文化的要求 にな
ん らかの対応 を示す ことの是非,で ある。 これ らのイ ッシュー に対 し,司 法,政 策担 当者,識 者
は概 して否定的であるといわれるが,果 た して統合 ヨー ロッパ(EU)の 目指す ところや,社 会構
造 や時代の要請の次第で,こ れが許 され な くなる こ とはないのだろ うか。 フラ ンス的 「例外主
義」 と呼 ばれる独 自性追求は,遠 か らず試練 に立 たされるか もしれない。
注
1た とえ ば,2001～2002年 度 に 南 フ ラ ン ス の モ ンペ リエ 市 の 受 入 れ 学 級 に迎 え られ た,来 仏 間 も な い11～
16歳 の 移 民 青 少 年415名 に つ い て 行 な わ れ た 調 査 で は,マ グ レ ブ 系(モ ロ ッ コ 人,ア ル ジ ェ リ ア 人 ,
チ ュ ニ ジ ア 人)が82%を 占 め て い た が,か れ ・彼 女 らの 間 で さ え,そ の 母 語 は,ベ ル ベ ル 語54%,ア ラ
ブ 語46%と ほ ぼ 二 分 され て い た(FASILD,2004,37)。
2遅 れ ば せ なが ら,1995年 のP.プ テ ィニ ャ/J.ス トレ フ=フ ェナ ル の 「エ ス ニ シ テ ィの 理 論 』(PUF),お
よ びM.マ ル テ ィ ニ エ ッ ロ 『現 代 社 会 科 学 に お け る エ ス に シ テ ィ」(邦 訳 『エ ス ニ シ テ ィの 社 会 学 』 白水
社)を ロ嵩矢 と し,ア メ リカ の エ ス ニ シテ ィ理 論 の本 格 的 な 紹 介 が 進 む よ う に な る 。 フ ラ ンス で 「エ ス ニ ッ
ク」 「エ ス ニ シ テ ィ」 の概 念 の使 用 に伝 統 的 に抵 抗 が 大 きか っ た 理 由 につ い て は,後 者(マ リ テ ィ ニ エ ッ
ロ,2002)を 参 照 。
3フ ラ ン ス で 「コ ミュ ノ タ リ ス ム」 の 語 は ど ち らか とい え ば ペ ジ ョ ラ テ ィ フ 的 に用 い ら れ て お り,社 会 学
用 語 と し て意 味 定 義 を行 な う こ と は 困 難 で あ る 。 一 般 に は,民 族 コ ミ ュ ニ テ ィが,排 他 的 に そ の ア イ デ ン
テ ィテ ィや 文 化 の 承 認 を要 求 した り,な ん らか の 目的 に 対 して 利 益 集 団 的 に 行 動 した りす る 傾 向 を い う。
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